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１．問題
　パーソナルコンピュータ（以下，PC）が社会で利用されるようになってから四半世紀が経過した。
わが国では，平成25年末時点でPCの世帯普及率は81.7％となっており（総務省，2014），PCは今や
普段の生活を送るうえで欠かすことのできないツールとなっている。世帯普及率がこのように高い現在，
早くからコンピュータの導入を進めてきた企業においては，PCを導入せずに業務を行っているとい
う状況は皆無と考えられる。実際，わが国の企業におけるインターネット利用率が99.9％であることは，
そうした状況をある程度反映していると考えられる（総務省，2014）。
　このようにほとんどの企業がコンピュータを導入している時代になったとはいえ，普段の生活に
おけるコンピュータの利用経験の量は，そのユーザーがどのような「職業」に就いているかで異な
るはずである。システムエンジニアやプログラマーは当然であるが，公務員や事務職などデスクワー
ク中心の人もPCに触れる機会は多いだろう。一方で，教員や看護師，介護福祉士などのように人に
接する業務が中心の人や，建築関係や運送業務に携わる人などは相対的にPCに触れる時間は少なく
なると推測される。こうした利用機会の差は，PCに対するユーザーの心理にどのような影響を与え
るのであろうか。
　我々がコンピュータに対しどのような態度を示しているのか，どの程度不安感を抱いているのかといっ
たユーザーの心理的側面に焦点を当てた研究は，PCが社会に普及し始めた1980年代より盛んに行わ
れてきた（Maurer, 1994; Powell, 2013）。PCへの否定的な態度や高いコンピュータ不安などの心理
的障壁は実際のPC利用の回避につながるため，特に情報教育（コンピュータ教育）では考慮すべき
事柄なのである（Chua, Chen, & Wong, 1999）。ほかにも，コンピュータに対する不安や態度を測
定できる尺度開発の研究（Heinssen, Glass, & Knight, 1987; Loyd & Gressard, 1984; 平田，1990; 
落合・河野・和田，2013）や，性別や年齢といった他の変数との関連を調べた相関研究が数多く報
告されている（Powell, 2013）。そうした中で，コンピュータに対する態度や不安と，コンピュータ
の利用経験との関連を調べた研究は非常に多く行われており，「豊富なコンピュータの利用経験や利
用機会を持つユーザーは低いコンピュータ不安を示す」という知見が得られている（Maurer, 1994; 
Chua et al., 1999; Powell, 2013）。
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　こうした先行研究の知見を考慮すると，ユーザーがどんな職業に就いているかによって利用経験
や利用機会に差が生じるため，コンピュータ不安やコンピュータへの態度が異なる可能性はある。
しかしながら，ユーザーの職業とコンピュータ不安（あるいはコンピュータへの態度）との関連を
調べた研究は実に少ない。関連する事例として，Maurer（1994）やPowell（2013）によれば，学部
や専門によってコンピュータ不安が異なることを挙げている。予想される通り，そうした研究から
得られる知見は，「情報系の学部や職業に属しているユーザーは，総じてコンピュータ不安が低い」
というものであった。
　また，「ユーザーの（家庭の）経済的要因」もまたコンピュータ不安に関連することがこれまでの
研究で判明している（Bozionelos, 2004; Eamon, 2004; Peter & Valkenburg, 2006）。こうした研究は，
「家庭の経済事情が恵まれているユーザーほどコンピュータ不安は低い」という結果を示してきてい
る。PCが登場した80～90年代に比べ，現在はかなり低価格化が進んだとはいえ，初期投資に掛ける
金額は依然安いものではない。実際，PCを持っている人はPCを持っていない人に比べ，コンピュー
タ不安が低いことも判明している（Chua et al., 1999; Teo, 2008; Powell, 2013）。また，我が国が毎
年提供している通信利用動向調査の結果を見ると，いまだに低所得者層と中間・高所得者層との間
のインターネット利用率には格差があることも示されている（平成25年末では，年収200万円未満で
は65.3%に対し，400万円～1000万円以上では83.5～89.9%；総務省，2014）。こうした経済的要因を
規定するものの１つとしても，「職業」は大きな影響力を持つ要因の一つと考えられる。
　上述のような背景からも，ユーザーがどのような職業に就いているかにより彼らのコンピュータ
への態度に差異が生じる可能性があると予測される。また，これまでの先行研究はそもそも研究数
が少ないうえ，心理学部と情報学部，IT企業と他の企業，低所得者層と中産階級というように大き
なカテゴリで，しかも小さなサンプル数での比較がほとんどであった。しかしながら，実際のところ，
学部も職業も種類は実に多様である。そこで，本研究では，職業に関するより詳細なカテゴリ分けを行っ
たうえで，職業とPCへのユーザーの態度との関係を検討することを目的とした。その際，調査参加
者がどのような「勤務形態」にあるかも，分析にかける変数として採用した。これは，管理職やそ
うではない正規社員，非正規社員や学生などどのような地位にあるかによって，コンピュータの利
用時間や経済事情に差異があると考えたためである。この問題に関しては，コンピュータ不安は管
理職の方が低いとする結果が報告されているものの，これまであまり調査の対象とされてはこなかっ
た（Mikkelsen, Øgaard, Lindøe, & Olsen, 2002; Powell, 2013）。ゆえに，今回の調査によって得ら
れる結果は，コンピュータ不安・コンピュータ態度研究という領域へ新たな知見を提供し，今後の
研究発展のための礎となりうると考えられる。また，企業における研修プログラムの作成やPCイン
ストラクションを生業とする企業の新規市場開拓などの場面で参考になるだろう。
２．方法
２．１　調査対象者と調査手続きおよび調査時期
　2013年１月に，インターネット調査会社のモニターの中から，20歳以上のPCユーザー800名を対
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象として，クローズド型ウェブ調査を行った。具体的には，国内在住の20歳以上のPCユーザーに対
し，調査への協力依頼，および，調査ページのURLを記載したメールを配信し，回答を求めた。以
上の手続きに従い最終的に回答に不備のなかった654名（男性330名，女性324名，平均年齢44.62歳）
を対象に分析を行った。
　参加者の勤務形態や業種に関しては，依頼したインターネット調査会社が発行している独自調査
のレポートで使用されている分類を参考にした。分析に際し，より複雑な分析になることを避ける
ために，業種に関しては日本標準産業分類を参考に，勤務形態に関しては業務における個人の責任
の大きさという観点から再分類を行った。その結果を表１および表２にまとめた。
表１．調査参加者の業種
再分類 調査回答時の選択肢 人数
１．建設業/不動産業 １　土木・建設・不動産・住宅・建物サービス 32
２．製造業
２　飲料・食品・食品加工
３　化粧品・トイレタリー製品・ヘアケア製品
４　繊維・衣料
５　紙・パルプ・木材
６　日用雑貨・文具・事務用品
７　医療品・健康食品、薬品・化学・石油化学
８　鉄鋼・非鉄金属・金属・硝子・窯業・土石
９　電器・機械・輸送用機器
10　半導体・精密機器・コンピューター・通信機器
11　家電製品
12　自動車
13　その他製造業 73
３．情報通信業
14　出版・印刷
15　新聞・放送・マスコミ・広告
16　市場調査
22　通信
23　ソフトウェア・情報処理
24　その他情報サービス業 36
４．卸売・小売業
17　商社・卸売
18　百貨店・スーパー・コンビニエンスストア
19　その他流通・小売業 36
５．運輸業 20　運輸・倉庫・物流 20
６．ライフライン業 21　電気・ガス・熱供給・水道 7
７．金融・保険業
25　銀行・信託・信金・信組
26　信販・消費者金融
27　証券・商品先物取引
28　生命保険・損害保険
29　その他金融業 11
８．飲食店・宿泊業 30　外食・飲食サービス業 11
９．医療・福祉 31　医療・福祉 35
10．サービス業 32　理容・美容関連33　その他サービス業 57
11．教育・学習支援業 34　教育 27
12．公務員 35　行政サービス 22
13．農林漁業 36　農林・水産業 7
14．学生
15．主婦，無職，定年退職者など 37　その他
36
244
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２．２　調査材料
　調査内容は，調査対象者の基本的な属性を尋ねるためのフェイスシートに加えて，以下に示す２
種の尺度を含む７種の尺度が用いられた。ただし，本研究で使用した尺度以外の記述は省略する。
２.２.１　フェイスシート
　調査対象者の年齢や性別，職業，勤務形態に加え，PCに対する利用実態（職場における利用頻度，
職場における１日あたりの利用時間など）を確認した。評定は，調査者が設定した各選択肢からあ
てはまる項目を選んでもらうものだった。たとえば，利用頻度では，「①：ほぼ毎日」から「⑤：めっ
たに使わない」のうちいずれかから適当な答えを選択し，該当する番号をクリックするというものだった。
２.２.２　現代版PC態度尺度改訂版
　PCに対して，ユーザーがどのような態度をもっているのかを調べるために，落合・河野・和田（2013）
で作成された現代版PC態度尺度改訂版を用いた。この尺度は，「PCに対する肯定感」「PC使用によ
る人間性喪失不安」「PCから受ける心身的不快感」「PC使用による生活向上感」の４つの下位尺度
から構成されており，一定の信頼性が確認されている。改訂版では，ダブルバーレル質問になって
いた一部項目が修正されており，これによってその信頼性はさらに向上している。「PCに対する肯
定感」には，「コンピュータに対して親しみを感じる」といった，PCに対するポジティブな感情を
示す項目がまとまっている。「PC使用による人間性喪失不安」には，「コンピュータを使い始めたら，
自分の書いたり計算したりする能力が失われていく」といった，コンピュータの使用が人々にもた
らす悪影響への不安を示す項目がまとまっている。「PCから受ける心身的不快感」には，「コンピュー
タを見るとうんざりする」や「コンピュータの前に座ると，息切れするような感じがする」といった，
心理的・身体的な不快感を表す項目がまとまっている。「PC使用による生活向上感」は，「コンピュー
タはわれわれの生活にとって必要な道具だと思う」や「コンピュータは人間の弱点を補ってくれる
表２．調査参加者の勤務形態
再分類 調査時の選択肢 人数
１．管理職
１　会社経営者
２　会社役員・団体役員
３　会社員・公務員・団体職員の管理職
７　個人事業主（自由業等含む）
84
２．正規社員 ４　会社員・公務員・団体職員の非管理職 170
３．非正規社員
５　派遣・契約社員
６　パート・アルバイト
120
４．その他
８　専門学校生・予備校生
９　短大生・大学生・大学院生
10　専業主婦（夫）
11　無職
12　定年退職
13　その他
280
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便利な機械だ」といった，ユーザーが持つPC利用が人々の生活にもたらす恩恵についての意識や考
えを表す項目がまとまっている。
　項目数は，「PCに対する肯定感」が５項目，「PC使用による人間性喪失不安」が６項目，「PCか
ら受ける心身的不快感」が６項目，「PC使用による生活向上感」が４項目の，計21項目であった。
評定は，「１：あてはまらない」から「５：あてはまる」までの５件法であった。
２.２.３　PC操作スキル尺度（以下，PC操作スキル）
　独自に作成した尺度であり，得点が高いほどPC操作スキルやPCに関連する知識が高いことを意
味している。具体的には，“ソフトをインストールできる”や“OS（オペレーティングシステム）
がどういうものか知っている”といった項目への回答が求められた。項目数は，37項目であった。
評定は，「１：あてはまらない」から「５：あてはまる」までの５件法であった。この尺度は，１因
子で構成されており，得点が高ければ高いほど，PC操作におけるスキルや知識が高いことを示して
いる。得点範囲は，37-185までとなっている。
３．結果
３．１　フェイスシート
　フェイスシートでは，性別や年齢に加え，PCの利用実態（仕事や学業での利用頻度や1日当たり
の利用時間など）について回答を求めた。勤務形態で分けたものを表３，表４に，業種ごとに分け
たものを表５，表６に示す。
　利用頻度については，どの形態でも，「ほぼ毎日使う」という回答が多かったが，特に管理職と正
規社員はほぼ同じ割合となった。非正規社員から，「めったに使わない」への回答が増え，その他で
は「めったに使わない」という回答は約半数に上った。業種ごとに見ても，どの業種も「ほぼ毎日
使う」という回答の割合が多く，類似した傾向が確認された。サンプルが少数のため疑問はあるが，
屋外作業が多い農林漁業や車を主に使う運輸業，接客が主となる飲食・宿泊業などでは「めったに
使わない」という回答の割合が他の業種に比べ大きかった。
　仕事や学業における１日あたりの利用時間については，管理職や正規社員の回答パターンは類似
していたが，非正規社員では１－３時間，３時間以上，15分未満への回答がほぼ同等であった。そ
の他に属するユーザーは，主婦や高齢者が該当するためか，15分未満への回答が他の属性よりも多かっ
た。業種ごとに見ると，３時間以上と回答した割合は情報通信業が最も多く，次いで公務員となった。
一方，卸売・小売業や運輸，飲食・宿泊業や医療・福祉，農林漁業などでは３時間以上に対する回
答は10％－30％と少ないものだった。
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表３．各勤務形態におけるPCの利用頻度
表４．各勤務形態における1日当たりのPCの利用時間
表５．業種ごとのPCの利用頻度
勤務形態区分 １．管理職 ２．正規社員 ３．非正規社員 ４．その他
１．ほぼ毎日 75（89.3%） 143（84.1%） 73（60.8%） 116（41.4%）
２．週３日程度 4（4.8%） 10（5.9%）  10（8.3%） 14（5.0%）
３．週１日程度 1（1.2%）   2（1.2%） 3（2.5%） 13（4.6%）
４．月１，2回 3（3.6%）   2（1.2%） 6（5.0%）   3（1.1%）
５．めったに使わない 1（1.2%） 13（7.6%） 28（23.3%） 134（47.9%）
勤務形態区分 １．管理職 ２．正規社員 ３．非正規社員 ４．その他
１．15分未満 1（1.2%） 17（10.0%） 35（29.2%） 123（43.9%）
２．15分～30分 3（3.6%） 8（4.7%） 9（7.5%） 14（5.0%）
３．30分～1時間   9（10.7%） 16（9.4%） 5（4.2%）   29（10.4%）
４．1時間～3時間 24（28.6%） 31（18.2%） 35（29.2%）   59（21.1%）
５．3時間以上 47（56.0%） 98（57.6%） 36（30.0%）   55（19.6%）
業種区分 １．ほぼ毎日 ２．週３日程度 ３．週１日程度 ４．月1，2回 ５．めったに使わない
１．建設業/不動産業 27（84.4%） 1（3.1%） 0（0%）  2（6.3%）   2（6.3%）
２．製造業 60（82.2%） 3（4.1%） 1（1.4%） 0（0%）     9（12.3%）
３．情報通信業 36（100%） 0（0%）  0（0%）  0（0%） 0（0%）
４．卸売・小売業 24（66.7%） 4（11.1%） 0（0%）  2（5.6%）     6（16.7%）
５．運輸業 12（60.0%） 2（10.0%） 0（0%）  1（5.0%）     5（25.0%）
６．ライフライン業   6（85.7%） 0（0%）  1（14.3%） 0（0%） 0（0%）
７．金融・保険業 10（90.9%） 1（9.1%） 0（0%）  0（0%） 0（0%）
８．飲食店・宿泊業   7（63.6%） 0（0%）  0（0%）  0（0%）     4（36.4%）
９．医療・福祉 26（74.3%） 4（11.4%） 0（0%）  0（0%）     5（14.3%）
10．サービス業 41（71.9%） 4（7.0%） 1（1.8%） 5（8.8%）     6（10.5%）
11．教育・学習支援業 20（74.1%） 2（7.4%） 2（7.4%） 1（3.7%）   2（7.4%）
12．公務員 19（86.4%） 2（9.1%） 0（0%）  0（0%）   1（4.5%）
13．農林漁業   3（42.9%） 1（14.3%） 1（14.3%） 0（0%）     2（28.6%）
14．学生 21（60.0%） 6（17.1%） 6（17.1%） 0（0%）   2（5.7%）
15．主婦，無職，定年退職者など 95（38.9%） 8（3.3%） 6（2.5%） 3（1.2%） 132（54.1%）
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３．２　尺度得点の分析
３.２.１　現代版PC態度尺度の合計得点
　まず，現代版PC態度尺度の合計得点が勤務形態により差異があるかどうかを検討した。その際，
得点が高ければ高いほどPCに対しポジティブな態度を持っているとみなすことができるようにする
ため，「PCから受ける心身的不快感」および「PC使用による人間性喪失不安」の各項目を逆転項目
として扱い，全体得点を算出した（得点範囲21－105）。PC態度の合計得点を従属変数，勤務形態を
独立変数とする1要因分散分析を行い，効果量も算出したところ，PC態度に関して勤務形態の差は
確認されず，効果量もほとんどなかった（F（3, 650）=0.65, n.s., η2=.00）。
 また，業種を独立変数とする1要因分散分析を行い，効果量も算出した。その結果，業種による得
点の違いは確認されず，効果量は小さいものであった（F（14, 639）=1.12, n.s., η2=.03）。
３.２.２　各下位尺度得点の勤務形態・業種間比較
次いで，PCへの態度における勤務形態や業種による差異を詳細に検討するべく，各下位尺度の得点
について比較を行った。その際，「心身的不快感」および「人間性喪失不安」の2因子に関しては，
得点が高ければ高いほど「不快感がある」「不安が高い」と判断できるようにするため，全体得点を
求める際に行った逆転項目の処理は施さなかった。それぞれの下位尺度の得点の項目平均値に対し
て勤務形態および業種をそれぞれ独立変数とする1要因分散分析を行い，効果量も算出した。
　まず勤務形態を独立変数とした分析では，いずれの下位尺度においても項目平均値間に有意な差
は確認されず，効果量もほとんどなかった（Fs<1.17, ps>.32, η2s<.01）。一方，業種を独立変数とし
た分析では，「肯定感」においてのみ差が確認されたが，その差は有意傾向であり，効果量も小さい
表６．業種ごとのPCの利用時間
業種区分 １．15分未満 ２．15分～30分 ３．30分～1時間 ４．1時間～3時間 ５．3時間以上
１．建設業/不動産業   1（3.1%） 0（0%）  . 3（9.4%） 10（31.3%） 18（56.3%）
２．製造業   11（15.1%） 2（2.7%） 6（8.2%） 11（15.1%） 43（58.9%）
３．情報通信業 0（0%）. 1（2.8%） 0（0%） 3（8.3%） 32（88.9%）
４．卸売・小売業     8（22.2%） 2（5.6%） 4（11.1%） 10（27.8%） 12（33.3%）
５．運輸業     8（40.0%） 1（5.0%） 1（5.0%）   5（25.0%）   5（25.0%）
６．ライフライン業 0（0%）. 0（0%）  . 1（14.3%）   3（42.9%）   3（42.9%）
７．金融・保険業 0（0%）. 0（0%）  . 2（18.2%）   4（36.4%）   5（45.5%）
８．飲食店・宿泊業     4（36.4%） 1（9.1%） 1（9.1%）   3（27.3%）   2（18.2%）
９．医療・福祉     7（20.0%） 2（5.7%） 3（8.6%） 12（34.3%） 11（31.4%）
10．サービス業     9（15.5%）   6（10.3%） 4（6.9%） 16（27.6%） 23（39.7%）
11．教育・学習支援業   2（7.4%）   3（11.1%） 1（3.7%） 11（40.7%） 10（37.0%）
12．公務員   1（4.5%） 0（0%）  . 2（9.1%）   3（13.6%） 16（72.7%）
13．農林漁業     2（28.6%）   2（28.6%） 2（28.6%） 0（0%）  .   1（14.3%）
14．学生 0（0%）. 3（8.3%） 8（22.2%） 12（33.3%） 13（36.1%）
15．主婦，無職，定年退職者など 123（50.4%） 11（4.5%）1 21（8.6%） 47（19.3%） 42（17.2%）
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ものであった（F（14, 639）=1.63, p<.10, η2=.04）。
３.３.３　PC操作スキル尺度
　本研究では，勤務形態や業種の違いが，自身が持っているPC操作に関するスキルや知識の自己評
価にも反映されるのかについても分析を行った。まず，合計得点の平均値に対し，勤務形態を独立
変数とする1要因分散分析を行った結果，勤務形態によって得点間に差異があることが確認され，効
果量は中程度だった（F（3, 650）=16.50, p<.001, η2=.07）。TukeyのHSD検定（５%水準）による多
重比較の結果，管理職（149.73）および正規（150.75）はその他（131.65）よりも有意に高い得点を
示し（いずれもp<.001），効果量も中程度であることが確認された（それぞれ順にd=.54, d=.61）。また，
正規は非正規よりも有意に高い得点を示したが，効果量は小さいものであった（150.75 vs.139.68, 
p<.05, d=.41）。さらに，非正規はその他に比べ高い得点を示したが，その差は有意傾向であり，効
果量が小さいことも確認された（139.68 vs. 131.65, p<.10, d=.24）（図１）。
　次いで，業種を独立変数とする１要因分散分析を行い，効果量も算出した。その結果，業種によ
り得点間に差があり，中程度の効果量があることも確認された（F（14, 639）=6.09, p<.001, η2=.12）
（図２）。TukeyのHSD検定（５%水準）による多重比較の結果，情報通信業（164.39）は医療・福
祉（135.37）および家庭（129.22）よりも有意に高く（それぞれ，p<.01, p<.001），効果量も大きい
ものであった（それぞれ，d=1.11, d=1.04）。また，情報通信業は，運輸業（135.75）および農林漁
業（124.00）よりも大きい値を示したが，その差は有意傾向であった（いずれもps<.10）。ただし，
その効果量はいずれも大きい値を示した（それぞれ，d=1.14, d=1.82）。さらに，製造業（150.26），サー
ビス業（149.28），公務員（156.73），学生（148.11）はいずれも家庭（129.22）よりも有意に高い得
点を示したことが確認された（順に，p<.001, p<.01, p<.01, p<05）。その効果量はいずれも中程度か
図１.　各勤務形態におけるＰＣ操作スキル尺度の全体得点
ＰＣ操作スキル尺度の全体得点
185
148
111
74
37
管理職 正規 非正規 その他
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ら大きい値を示していた（順に，d=.63, d=.60, d=.80, d=.55）。また，建設・不動産業も家庭より高
い得点を示したが，その差は有意傾向であり，効果量は中程度であることが確認された（147.66 vs. 
129.22, p<.10, d=.54）。
４．考察
　本研究では，個人の職業や勤務形態の違いによって，ユーザーのPCに対する態度に差異があるか
どうか検討することを目的に調査・分析を行った。その結果，PCに対する態度では，業種や勤務形
態によって差異が見られないことがわかった。また，それぞれの下位尺度においても同様の分析を行っ
たが，特に目立った差異は確認されなかった。これは，インターネット調査で募集したという背景
もあり，調査参加者がそれなりにPCに馴染んでいたということやさまざまな職業にコンピュータが
広く浸透しているということにより差が出にくくなったためと思われる。しかし，統計的な差異は
出なかったが，管理職（81.56）および正規社員（81.05）の方が非正規社員（80.07）やその他（80.04）
よりもわずかにポジティブなPC態度を示していたことは無視できない。ウェブを介さずに調査を行っ
た場合，態度得点において管理職および正規社員と非正規社員やその他の間に大きな格差が生じる
可能性はあるかもしれない。また，業種においても統計的に有意な差異は確認されなかったが，情
報通信業に従事している参加者のPC態度が最もポジティブな態度を示したことが確認された。この
結果は，Maurer（1994）やPowell（2013）がまとめているような，「理系の学生や情報科学関連を
専攻している学生の方が，文系の学生よりもPC不安が低い」という先行研究からの知見と相反する
ものではないといえる。
　本研究では，PC操作スキル尺度においても勤務形態や業種による違いを調査した。その結果，管
理職や正規社員のスキルや知識は，非正規社員や学生・主婦といった人々のそれよりも大きいもの
であることが示された。PC利用場面の多さや責任が要求される仕事でPCを扱うといったことが，
PCスキルや知識の向上につながるのかもしれない。また，業種に関しては，情報通信業に従事する
参加者のPCスキルや知識が他の業種に比べ最も高いものとなった。これはあらためて言及するまで
図２.　業種ごとのＰＣ操作スキル尺度の全体得点
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もなく当然の結果であろう。また，製造業やサービス業，公務員や学生などが主婦や退職した人，
無職の人など家庭にいる参加者に比べ，高い得点を示したことが明らかになった。やはり，仕事や
学業で使う機会が多いことが，PC操作スキルや知識の向上，あるいはその高い自己評価と関連して
いるものと推察される。
　本研究の結果から，PC態度やPC操作スキルを測定することで，我が国における労働環境の実態
や職場におけるPCとユーザーの関係などが示唆された。また，「ユーザーの職業」といった変数を
介して，PC態度やPCリテラシーには利用機会の多寡が関わることが改めて示唆された。最近では，
スマートフォンの急速な普及および利用の拡大により，若い世代を中心にPCの利用機会が減少して
いるなど，利用状況に変化が生じていると推察される。今後，教育現場や職場においてPC操作を含
めた情報教育がますます重要になるといえよう。
　我が国は，国民一人一人がICTを水や空気のように感じられるような社会づくりを目指すとして
いる（高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部，2009）。こうした目標を達成する際には，年齢
や経済事情といった要素に加え，職業形態なども考慮すべき要因となりうることも本研究から示唆
された。こうした結果は，特にPCインストラクションを主とする企業に対し市場開拓のヒントを提
供することにもなるだろう。今後は，Webを介さない調査でも同様の結果が得られるか確認するなど，
さらなる調査分析が求められる。
注：
１　本研究は第1著者が東北大学大学院情報科学研究科に提出した博士論文（平成25年度）の一部を加筆，修正したものである。
２　本研究の遂行にあたり、文部科学省科学研究費補助金（基盤研究（C）課題番号 24501172：研究代表者　和田裕一）の
補助を受けた。
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